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の目的

こしつ認夜は、郵政省が郵政省所管の瀧括主主業における設構投資等の実態を担軽するた

め、 として実路したものである� 

2 	 調査の対象と方法

こむ調査l士、都殺害訴管の喝気通信事業〈第ー種、第三議諮気通信事業〉及び放送事

業(有繰りど� γョン放送事業岳会む。〉を営む全事業者(有線れどゲ� d紋送事業について

は営利型的み〉を対象としてアンケート(調査票送付、各社日記入〉により行ったもの

である。� 

3 	 謀査事項� 

3ミな読斉家:工員は次のとおりである O

(1)設備投資額〈平成� Z年度実績額、平成 3年度実議克込鎖、平成4年度計画額〉� 

(2 )売上高批移〈平成 2年度実嶺額、� 3 平成 4年度計画額〉� 

(3 ) 

4 	 調査時点

平成 4 年ヲ�  10日� 

5 	 回答事業者数

回答

事業者数

5041:土 
69 
30 
405 

問答率� 

53. 6 
100. 0 
83 

干土331 〈時現Eを除く〉� 

99. 4 

8% 
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1 設備投資聖司

宝章気通イ議事業(第ー撞及び第二種)の平成 4年度の設備投資許制額は� 34社で 2

兆 7，4 2 5議円であり、対前王手度比� 7. 3 %増と引き続き好調 (NC C t主、対前年

度比� 14. 2何増と{衣然として土桁合の高い伸び) 0 

数送事多量〈民放)の平成 4年震計間離は� 164社でし�  016鍛円であり、対悶前年

度比� 2O. 6 減、有線テレビジ溜ン放送事業は� 14 9社で� 677議円であり、対前

協調な持び。)1%増と213. 年度比� 

〔需気通信事業〕

電気通信卒業全体の平成 4年度の設備投資計画額は� 434社で� 2兆� 7，4 2 5俄円で

あり、対前年度比� 7. 3 %増となっている。全産麓ベースでの設備投資の伸び率が落ち

込んでいる中で、電気通告事業の設輔投資は依然として好調さを維持している。

こcうち、第一禅電気i都議事業の平成 3年度実鎮見込客員は、対前年度比� 5. 9 %増で

あり、また、平成 4年境計画額は� 2兆� 5，1 6 4憶丹(全社密答)で、対前年度上と 5. 

8 増となっている。轄に N C C (新第 撞竜気通信事業者)については、平成 3年度A

1 5. 7 増、 4年度� 14. 2 増と二桁台の高いf申't1?l容を維持しているが、これ

;立、 に対処するための設備投資及び事業開始に伴う初期投資が

引き続き儲んに行われているためであると思われる。

また、第二橋噌気通告事業の平成� 3年農業績見込額は対前年度比1.� 8 %減となって

いるが、 4 は365社で� 2，2 6 1億円であり対前年度比� 27. 4 %増 

と大幅に伸びていることから、設備投資意欲は依然として強いことがうかがえる

密2-1A 攻寄設備投資の推移

官首長元治事業

投資額・� 1百万汚� 

000 
四

門
司 

υ 



表2-1A 取持政機投資額総指浪� (2

放送事業〈員数〉の平成� 3年度の設欝設費実繍見込額i立、対前年度比� 4. 4 減であ 韓
り、また、平成� 4年震の計器額は� 164社でし�  016般向で、対前年度比� 20. 6 % 

械と連続してマイナスとなっており、業界景気の先行きに対する強い不安j惑が設婿投資

にも膨響を及ぼしてきていることがうかがえる� (NH Kの平成 4年度の設構投資計画観

は、� 678億円で、対前年史上七� 2O. 1 %増〉

また、有線テレビジョン放送事業の平成� 3年度の設鐘投資実繍見込額は、対話年度比� 

1 8. 5 %増であり、また、平成 4年農の計画舗は� 149殺で� 677億円で、文言語i年度

比� 13. 2 %増と"議議に持びている。これは、泣年当該事濃に参入した事業者が絡めて

多く、事業開始に伴う初期投資が穣極的に行われていることを反執している G

取得設鯨投資の主主拶

放送事業
 

投資額・百万11
1

300，000 
ケーブルテレビ

放送� 

NHK(参考〉

150. 

H4年度

議2-1B 2か年共通国答)� 

2 売上高推移

平成� 3年度の喝気通信事業全体の売上見込額は� 43 6社で� 8兆� 1，� 2 8 5 

平成 4年度売上計離額は� 6. 7 %増 

3年度の放送事業金持:(N H K安時く〉の売上見込棋は� 315社で� 2 も93 6 

憶円、平成4年変売上計廊額は� 4. 6 %増、特に有線テレビジョン故送事業の完上額

は大幅な増

平成 3年度の電気通器事業全体のうで上見込額は、� 436杜で� 8兆し�  285鍛円であ

り、対前年度比� 6. 3%増、平成4年度売上計麗額は対前年度比� 6. 7多'Ot警と/1議謁 iこ伸

びている O

このうち、第一橋笥気通話事業の平成� 3部度売上見込額は、� 66社で� 7兆� 371徳内

であり、対話年史比� 5. 3 平成 4年度売上計罷額は対前年度比� 6. 1持増である

が、� NCCについて見ると平成� 3年度克込額は� 64社で� 6，8 6 7億円であり対醗年度

比 4 1. 2%増、平成 4手車計画額は対前年震比� 26. 3 %増と大騒に伸びている C

また、第一緒電気通借事業の平成� 3年度先上見込額は、� 37 0社で� I亮� 913億円で

あり、対前年度比� 12. 9 %増、平成 4年変売上計雨額は対話年度比� 1O. 8 %ま言と

がでいる� 

- fj 



是正シZA 当該事裁のう記上高

[放送事業〕

平成 3年設:の放送事業全体� HKを掠く〉の売上克込額は、� 315社で� 2兆� 936

鑑円であり、対部年ま比� 6. 7 %増、平成品年車売と計酪額は詩前年度iヒ4. 6%増と

なっている� (NH K 3年度事業収入額は� 5，4 4 2 億円で対前年度比� 12. 5% 

増、平成品年度計画舗は対蔀年度比� O. 7 %詰〉

このうち、主主送事灘(民放〉の平成 3年度売� ι昆込額は、� 169社で� 2兆� 64 8鍛円

で、対前年度比.�  3%増、平成品年夏売上計開客員は対言百年度比 3. 6 %増となってい

るが、業界強気の後退を反戦して売上額の伸び率は低くなってきている O

また、有綿テレどジ翠ン数送事業の平成� 3年変完上見込客員� i立、� 14 6社で� 288億円

であり、対前年度比� 50. 7 %増、平成 4年度売上計i理額は対fIIi年J支え� 3. 1%増と

大幅に伸びているが、これは近年、 にサービスを搬始した事業者が多く、そむ

額が忽i恵lこ伸びていることによるものである O

淡2-28 当該事業の売上高� (2 

Kについては、� 

…� 6 

3 

業界景気動向

第恥種議気通{言事業の業況は、{衣黙として良好ではあるちのの好況j惑は抵下舘向

第二綴鴇気通{言事業は停滞j惑があるあのの、平成 4年下期には回復iこ向かう克通し

数議事業〈民放〉は強い不安感、有線テレピ γーョ� Y放送事業� iま堅調� d安維持

〔協気通信事業〕

は連続してプラスであるものの、好況!惑は

母下して滋ている O

第二曙需気通信事業については、 調荷主第ニ韓電気通俗芸評業、特定5第二種電気通信事業

ともに得議惑があるものの、平成4年度下期には判断指標はプラスになっており、業流

は回復にi司かう見通しである O

[放送事業!

放送事業〈民放)の業界最認の判断指標は連続してマイナスとなっており、業況の

行きについては強い不安感があるが、平成 4年度下期には不安感はやや器くなってきて

いる。

羽鶴?レtγ は鴻統してプラスで、あり、堅w還さぞ維持納� 

している O

2 

第一種
一一→ト一一

ケーブノレテレど
織…唖トー

詑 業界景気の判断指標とは、 と判断した事業者の割合J r下韓と判酷した事業

者の割合Jである� 



(2 )経常損益 まえ サ…どス開始年度と不成3年疫の経常損疏黒字/赤字

電気通信事業の経常損益は)l臨調 iこ攻懇の方向、数送事業〈筑放〉では減益、脊隷

テレビジ芸ン放送事業では赤字の事灘者が多いものの上向き領再

び放送事業〈民放〉ではサ→ビス開始から  3年程度、有線

テレビジョン放送事業ではお年程度で、半数以上の事業者が黒字に転化する傾出

〔箪気通{議事業〕

第一謹電気通告事業の経常損益の改善指標は長好であり、黒字幕業者の割合も大きく

増えている。また、サービス関蛤年夏と経常損誌の関絡を克ると、サ…ピス開始から  3
注 会事業者の織には、平成 3 年疫の経常損益について包~のあったさをでの事業者会計上した。

年程震で半数以上の事業者が黒字になる傾向がある O

第二種震気通信事業の経常議益の改善指療も良好であり、黒宇事業者の割合も増えき

噛
嚇 
w

ている C また、サービス部始年肢と経常損益の関係については、明確な相関関誌は見ら

れないものの、サービス開始かち  5年程震で半数以上 になっている  C

教法事業 では、累字事業者の割合は  90%台と高いものの、 ヨ女接指標

は大きくマイナスに転じており、誠益と捻ってきていることがうかがえる O

また、サービス開始年茂と経常鎖益の関係を見ると、サービス開絵から  3王手緯度で半数

以上の事業者が黒字になっている。

持説テレピジ  g

よ|白jきとなっており、また、サービス開始から  6

る鎮i切が見られる  ο� 

ン放送事業では、黒字事業者の割合は器いが、

にな

&12-3 姪者損益の改持指療
舗静

君主警及び↓懇イじ

注

者

の改醤指標とは、「吹善と た事業者の割合J r悪化と判断した事業

ある O 

8 
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四詰寄濃~系吉身寄L 

1 設鑓投資動的j

(1)設備投資額

ア

意義気通{言事業の平成� 3年度設欝投資績見込書長は� 443社で� 2兆� 5，6 5 3偉円

であり、対前年疫比5. 3完増となっている。また、平成 4 年筑 ~-I・癌額は 434 社で 2

兆� 1，4 2 5億円であソ、 となっている� O

景気の後退等厳しい状況下で、全産業ベース

度計画では7.3完減と落ち込んでいる中で� 

4年� 3Jj実施)による〉、議気通信事業の設藷投資は依然として野鵠さを維持してい

ると言える� C

(7)第一種主義気通信事業

第一穂稽気通{言事裁の平成3年度実撞見込鮪は� 2兆� 3，1 8 8鍛内(全社問答〉� 

9%増、平成� 4年庶計画額は� 2兆� 5，164億円〈金桂樹容)であ

り対前年度比5.8%増となっている。

また、� NTT、KDD会除、いた� NC C (新第一種濁気通話事業者)の平成3年

誠実績見込舗は� 4，2 1 9諒円であり、対前年成比15.7%増、平成4年認定計開額は� 

4，8 2 0 銭円であり、対前年疫比14.2%増と土結合の高い伸び率を維持している O 

NCCの投稿投資額後前回調資〈平成3年� 10月)と比較すると、業界景気等

事業を巡る環境の変イヒに伴い「給要見込の下方修正ム「取得予定投議のま!存期の斑娃j

等の理出で設嬢投資計画を減額修正した事業者が比較的多かったことから、平成� 

3年目芝実績見込額の伸び率は21.Sf {i'Hg;くなっているものの、依然として、事業

の余盟援関等簡捷増に対絡するための投錨投資及び事業開始に伴う初期投資が引

き続き盛んに行われていることがうかがわれる O

なお、� NCCの設備投資額を更に業務影態別に見ると、平成3年度実績克込額

ではfEl動車電話等jが30.5%増と大きく持rJ、� NCC全体に占める比率も� 27.8覧と

大きくなってきている。

また、平成 4年波計画舗ではf諾星系jが3倍以上の伸び、となっているが、これ

は新規にサ…ピスを語絵が予定されている事業者が、サーピス関絵準備のための

設備投資を予定しているためである O

(イ)第二種需気通信事業

第二樺鳴気通信事濃全体の平成 3年度設鑓投資実績見込額は� 314社で� 1，8 

6 5議円であり、対鴎年!支比1.間減となっている。また、平成4年疫計麗額は� 3 

6 5社で� 2，2 6 1鎗円であり、対前年度比27.4%増と大幅な伸びとなっている C

平成3年度実織見込額の伸び率が前臨調査特と比較して14. イけ減少し、減と

なっているのは、「需要見込の下方修正j、

を減額修正した事業者が比較的多いためであるが、平成� 4年環計画額は大幅に増



加していることから、設繍投資意設は依然として強いことがうかがえる 表3-4 成 3 〈減額修正)

議額修

表3…1 耳支?号設俄投資額総括楽

イ 放送事業

噂 (7)放送事業(民放)

政送事業(民放〉の平成  3年茂投議投資実繍見込額は  172社で  1，294{事;

丹であり、対前年震比4.4見減となっている。言ij部調査時に比べると  f利益の誠j>J、

「取得予定設構の納期の遅廷j等の理由で設備投資計語会減額修正した事業者が比

較的多かったことから、平成  3年宣実績見込額の伸び表幹は12.6fイYト減少している O
表ト2 NCむの取建設備投資額 (3か年共通自答〉

また、平成  4年度討冨額は  164社で  I，016i意円であり、対前年!支比20.6 

ぉ l~義と連続しててずイナスとなっており、業界景気の先行きに対する強い不安!惑が設

備投資iこも影響そ及ぼしてきていることがうかがえる  O

有線fVt':/ョ Y放送事議

有議?社":'/3i放送事濃む平成  3停度設{藷投資額は 152仕で  607 丹であり、

対前年成比18.5%増となっている。また、平成  4年控訴願額は  14 9社で  677

信円であり、対前年疫比1 Z%増と I1民謡に伸びている。

これは、近年当該事業に議参入した事業者が軽めて多く、事業開始に伴う初期投
構

資が積極的に行われていることを反験している。

表3-5 取得設綴投資額総出資 (2 

表3-3 平成3年度設{JIIf投資実議見込みの修正状況語査時点から〉

1
i
 

Qつ
�
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(2)投資目的講成比 ウ 放送事業

(7)放送事業〈民放〉

ア 第一種電気i週間事業 放送事業〈民放〉の投資自的別構成比はf獲新(老朽代替〉ム� f番組耕作カの舟

的別構成比は、� f需要増加に対処j と大部分会 上jの額となっており、放送事業においては事業罷始時点でサービス予定地域の大

市めており、事業の拡大が議実に進んでいることがうかがえる。 部分がカパーされていることもあり、� f需要増加に対鶴、サービスエリアの拡大J

は10気合と他の通吾輩業に比べると偉くなっている ο

イ 第七摺電気通信芸評議� {イ〉宥鯨fレピゲ� 31放議事業

cn持制第二種常気通信事業 有総?むfy'31放議事業では、「需要増加に対話、サービスエリアの拡大Jが70%合

においても、「需諜増加に対処Jが60%前後と高い比率を と高い比率を占めており、擦に増加する傾向を訴している。これは、近年当該事

高めているが、日SD主化に対処J及び「安全性・信頼性の舟むのための投錨投資の 灘に参入する事業者が極めて多く、これおの事業者が1;tーピスエリアの壌築、拡

比率がしだ、いに増結してきている ο 大に努めていることが主な諜菌であると態われる O 次いで、「番組制作力む記� i二ム

(イ)一般第二離電気通信事業 「維持・鱗修j、「更新〈者朽代菩)Jの順となっているが、「更新(老朽代替)� 

一般第三種電気鴻信事業では、 3%台と敢送事業〈員放) !こ比べると低くなっている

に比べると低く、また、次第に減少する類部にある� のは、� f維持・捕 難
O

{恋人 f更新(老朽代替〉九「研究開発」となっている O

表3-6D 投資呂的jJlJ構成比
く歓送事業〈民放)> 

投資詩的

ずー � 

/ 

計� 

講!起と� 

1
i
 

A
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(3) 投資項目間構成比

ア 第� 議議気通信事業m

第一機篭気通信事業の投資現[j)jlj講成比はf伝送路設護人 、f端末設議j 

割を占めている。また、伝送路設備の7項目で全体の約3閣となっており、この11の

中ではf壊未系伝送路設議jの比率が大半を占めている O

イ

(7)特別第二種噴気通揺事業

特別第二種電錨通信事業では、特に目だった投設現呂はないが、「コンビュータム� 

f端末設備J、f多重化装讃Jの比率が比較的が高くなっている。


〈イ〉 ー般第二欄喝気通{蓄事業


ウ 放送事業

(7)放送事業〈民放〉

放送事業(民放〉の投資項討別構成上じでは、	 f親)cJ設備Jが50案合と高く、次いで、

くなっており、また、これらの比離は増加傾向にある� O

「中継同設構jの比率が増加しているのは、 ために中

議絡め設量に鰐めていることを反映している

(イ)有操?討放送事業

有線fレピγョン教送事業ではff云増路設構Jが大半を占め、また、その比率

てきており、「需袈増加に対処、サービスエリアの拡大Jのための設錆投資に議

点、が罷かれていることを反殺している O

また、次に様成比の高いのはfセンタ…設備Jであるが、そ は次第に滋少

で~¥る。

白書室第土議電気通信事業では、� fコンビ A 協となっておソ、11場末設備」のf…タム� 

この� 2項目で遥半数を占めている G また、「コンピ品ータ� jの占める比率は年々

加している O

占
醜
棚

投資羽田別構足立比
<部開業〈即応>

百十� 

t
a
A
 u
 

-17
ハ
�
 



(4) 地方都投資額(第一種電気通話事業のみ) 2 盛期資金意義舟・謂迷状況

に兇ると、関東地方が全体の 38. 2%を占

めており、設備投資が東京そ中心とする関東地方に集中していることが分かる O 次い (1)電気通律事業

で多いのは近畿地方であり、東海地方、九州、1・沖縄地方これに続いている。

もほ iま間じ{頃向ぞ示している O なお、平成 3年皮 ア 第巴揮官意気通告事業

で大浅く悼びているのは、主に長距離系の事業 長期資金運用では、 f耳文書設嬢投資所築資金jが88.5完-96.2%と大部分を占めてい

者のサービス思議拡大に伴う投資が多かったことによるものである O る。

長期護金調達では、 r{iff入金jの構成比がは.1%-58.1覧と大きく、 f民間金融機関j

表 
からの錆入金が  21.0%-25.4第、 f政府系金融機関Jからの議入金が 16.8%-18.7%とな

っており、{也の産業に比べて政府系金融機関からの借入金りおめる比率が大きい。

一方、 ri3日資金 j客員については、平成 3年度実繰見込で対前年疫比  19. 2誌増、 

4年度計醗で対前年庶比  31.6児増と増加しており、犠成上とち高まる{傾向にある O また、

弓資金の中で「減{議議却費 Jの占める都合は 3年聞の平均で 69. 1完と高くなっている。

イ 第二種電気通信事業

(7)特別第二様電気運{議事業

長類資金運用では、 f耳支持設鑓投資所興資金 jが46.5%-65. 9犯となっている O

また、主主鰐資金調逮では、 r{fi1i入金jの比率が8. 6混-21.坊となっており、「政府

系金融機関」からの器入金がO. 4%-3.問、 り 時 -1

4.6%となっている O

注

3

2
平成  3年設実績見込及び平成  4年度計離の長期資金遡用は、「取得設儲投資所諜

と大部分を占めている。

また、主義期資金機連では、 f臼己資金jの比率がそれぞれ鋭、  67.6認となって

表地方別取得設葡投資額  (NC C) いる G 平成  2年度実績で取得投錨投資所要資金の辻率が低くなっているのは、円安

輔 融資jが、自己資金が低くなっているのは f借入金jが多かったためである O 

1
i
れわ� 

性 つ
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し
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ま受 兵員n資金総j翠，運用状況(2かf料金滋お設) 

(2) 放送事業

るが平成 3:ヰ 度 夫 緩 見 込 慨 は 均 約 め 境 立6.4完減、:q乙成 4年号芝計践額 iま21.8克減とな

でおり、また、 f投融資jについてもそれぞれι認識、 43.間減となっている  O なお、

投融資の中では、特に「閣内関師会社投融資Jが大きく下がっている O

は、「自己資金jの比率が高く、平成  2王手度実繍及び平成 3年度実

総見込みにおいては  70%前後となっている  O また、平a成 4部度計闘では  90.1児となっ

ているが、これは、平成  2年庶実繍及び平成  3年度実績見込とら 20児以上を占めてい

たf借入金」が、平成 4年度計調では対前年度比72.6%減と大幅に下がっていることに

よるものである。また、借入金の中では、 f政府系金融機関Jの比率が議信産業の中

で、は比較的低くなっている G

ョン放送事業

:長期資金運用では、 f取得設髄投資所袈資金jが80%台と大部分を占めている  C

長期奨金調達では、「措入金Jが60児以上と大半を占めており、「株式Jも13.6%'-"'-17.1

協と{協の通情庫業 iこ比べ高くなっている。また、借入金の中では  f政府系金融機関」が 

25.0%...... 29.7見、「民間金融機関Jが26.9児'""'-'32. 1%となっており、{自の業に比べると

政府系金融機関の比率が高くなっている。一方、「自己資金Jについては 182%.-...-18.骨 

7%と{ほくなっている O 

-20 



3 リース契約状況

(1)電気通信事業

新規リース契約額は、篭気通情事業全体で平成 3年度実鰭兇込では対前年度比24.2 

公減、平成 4年度許踊では対前年度比ι路増となっているの� 

3年度実繍見込の菜奇想リース契約書長め設講投資比端(新震リース契約額(新規

リース契約額十叡得設欄投綾額))は、第一撞電気通信事業(NCCのみ〉では 2.5潟、特

別第二種電気通告事業では 3.0%.. ---M生第ニ撞電気通{議事業では 38昏?おとなり、一般第二

謹毒気通借事業がE!だって高くなっている。

また、� Wi臨調査では、保有する Jit"1-7の台数の内リースによるものの割合が、第一

種曜気通話事業で63.問、特別競土種電気通信事業で65.6目、 骨量第二持議気通信事業

で73.3犯と高くなっていたが、新規� 1)←ス契約額に占め� QJil:"r7関係の比率について

も、	 3年平均で、第一種電気通信事業では42.0耳、特別館ニ撞電気通信事業では47.組、

骨量第二種筒気通信事業では 45_1見とそれぞれ高い比率会占めている α� 

(2) 故送事業

故i議事業(民放〉の新規リ…ス契約額は、平成 3年度実識見込では対前年疫比18.0 

汚減、存線テレピ:./，i般送事業では 31.2%増となっているの

平成� 3年度実績見込の新競りース契約額の設鑓投資比端は、放送事業(民放〉では� 

7.問、有線持ピジ伊達Y放送事業では 3.4完となっている。

また一新規リース契約搬に占める� Jiピヱイ関係の比率を� 3年認め平均で見ると、放送

事業〈民放〉では 35.践であるが、有総TIi!:':(gi放送事業ではふき混と {jfくなっている G

注 取得設備投資額の設問とリース繋約額の設問に対する鵠答事業者数が議なるため、

実態とは若干の誤室長があることがある。〉

議トlOA リース繋約機� (2か年共通回答〉

く官室気通告事業

区 分 �  

n
Lqu 



表3-10話 リース契約額はか王手共通回:f;)
表日 当該事業部門の売上高総括表克上のち� 0%以上)� 

く放送事業〉

区分

ぷA

悶
 

4 売上高推移 (2) 放送事業

平成 3年度の放i挙事業の売上見込額は� 315社で� 2兆 936能円であり、対前年史

(1)電気瀬信事業 上七6.7覧増、平成 4年度の売上計回額は対前年震比4.6%増とえよっている O

ノハ叫

平成� 3年度の竃気通信事業の売上克込額は<136社で 8兆し�  285章円であソ、 ア 放送事業(民放〉

龍円であソ、8 <16兆2干上でli1 6 9年震の放送事業(民放〉の売上見込額3平成O年度比ふ日増となっている3対語� 

また、平成 4年援の議党通信事業の売上計i 対前年変比6.3完増、平成 4年疫の売上計画額はたlWi年度比3.6 %増と持び率は低くな題額は、対前年度比6.7%増である C


ア 第一謹鶏気通揺毒事業 ってきており、難抵の悪化を反映している。 


平成� 3年変の第一謹主義気通信事業の売上克込額は� 6牡で� 7兆� 371億丹であり イ 脊綿fレI:
e 

V" 放送事課

対前年度比5.3紋警となっているが、� NCCについて見ると 41.2%と大l福な増となって 平成 3年度の有鵜fH':yυ放送事業の売上見込額は� 14 6社で� 288億円であり、

いる O 女王j前年度上と50.7お増、平成 4年疫の売上計掘額は対前年度比63.1 %増と大幅に伸びて

また、平成 4年度の花上計画絡は対前年笈比6.はま撃であるが、� NC C について見 いる。これは、脊親?レピ� 31'放i議事業では、近年新規にサービス合開始した事業者

ると� 26.3覧増と引き続念大きく伸びており、第一議電気鵡搭事業全体の売上高む� 1部 が多く、また、これらの事紫者の売上騒が急速に持びていることによるものである O

明上をt5める見込である O

イ 第 二 犠 電 気 通話事業 議3-11C 諸事業の売上高� (2か年共通回答〉ふ

平成 3年肢の第エ種電気通{議事業の売上見込額は� 370社で� 1兆� 913億円であ 


り、対前年度比12.9完増となっている。 なお、第二種喧気通{議事業全体の売上高の 
  

74%1立、当該事業り売上高が全社の 


また、平成 4年度の売上計魁額は対前年夏比10.8完増となっている C

表3-11.4男議事業の克上高 (2か年共通思答)� 

5 頚究開発費の動!oJ

(1)研究開発費

ア 第一関電気通{議事業

第…慈電気通指事業の平成 3年度の研究開発費の実績見込額は、� 66社で 2， 9 

5 8搭;円でおり、対議年度比3.8%増、平成 4年)交の許認j額は対前年度比ふ� 8%増と

っており、また、� 175上高に対する研究開発授の比率は時台で安定している O 

nF
h
J
v

…� 24 



NCCの研究開発機は、平成� 3年震に� 2倍以上と大く伸び、実績見込額は� 60 

議再となっているものの、第一穂需気選落事業の研究開発費全体に占める比率は

と器く、また、売上高 iこ封ずる研究開発資の比率も間以下にとどまっている G

イ 第二撞電気通器事業

第二謹語気通信事業の平成 3年度の研究開発費の実鶴見込額は、� 355杜で� 26 

9億円であり、対前年院比15.，0%増、平成� 4年度計@j額は対前年度比1'B.2気増と順調

に伸びている C また、売上高に対する研究開発費の比率jま2.5% 平成� 3年庶3言語克

込〉であるが、特別第二種怒気越信事業については 2.8 % (一般第二薄電気通信事業

は2.0引とやや大きくなっている

ウ 紋送事業

紋送事業(民放)の平成� 3年成功研究開知賛の実績見込額は、� 155社で� 23信

であり、対話年度比3.9%増、平成 4年疫計闘額は対前年宣比20.5%増となっている

膏韓?むt"y"3 i放送事業c平成� 3年度の実績晃込翻は、� 130社で� 2. 4億円であ

り、対主年安比16.9%増、平成 4年度計制額iま対前年変比14.5%増となっている O

しかしながち、売上高に対する研究開発費の比率は、放送事業(民放〉がro.川、� 

γ d放送事業� 8%J (平成 3年疫実績見込)にとどまっている。� 

liJf究開発一関 (2

研究開発践は

国3-1 占め忍� 

H2年度

臼� H3

(2) 研究開発投資の方針

ア 霊気i患信事業

今j衰の研究開発の方針については、「当該事業の眠益動向にかかわらず犠栴的に行

う」としている事業者は、知…種電気議f議事業で 3.0案、特別第二種電気通話事業で 1 

3. 8%" 般第二犠電気通{議事業で14. 完である� 一方、「現荘、研究開発投蜜を行っO

ておちず、今後もほとんど行わないJとしている事業者は、第一穫警護気通信事議で5 

9. 7耳、特別第二種電気通信事業で問、…般第二穫さ義気通信事業で 53.6完であり、

第� 種甫気通信事業及び一般第二関電気通信事業で多くなっているA O

イ 放i宏事業

「当該事業の収益動向にかかわらず鶴雄的にげう」としている事業者は、

民放〉で6.6目、 ゲ3i放送事業でι械である。…方、「現荘、研究開発投資

長行っておらず、今後らほとんど行わないJとしている事業者は、政送事業〈民放)

で78.問、有線、jvt" 放送事業で84.0%と多くなっている

表3-13A 今後の現究開発投資の方針
く噛支強議事業〉

今後の研究開発投笠の方針� 

2‘3 

S 3，6 

恥
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表
(4 )翠在研究開発を行っていない理由

GJ 俊 計め方発一投開
究
研、
�
 

(3)研究開発費の主な使用目的

ア 諮気通告事業

現在研究開発を行っている事業者の研究開発費の主な使用目的としては、第一総

電気通借事業ではハードウ品アの開発� cr誌、用技術開発J(幻、「基礎技術開発Jω

(46. 2完))が最も多く、「研究開発要員の青成J"r17'リトジョ 'J'J7怜ェ?の開発Jが統いて

いる O 一方、� f謀本17トウげの開発jは� 7%と少なくなっている O

また、特別競ニ謹霊気通信事業ではソフトウェアの開発行打。 IJトションソ7村正7

発J(80. 0%)、f基本'17付げの開発J(65. 0%)) が最も多く、「応用技篠開発jが続いてお

り、 一般第三撞霊気通{議事業ではr17" !JiJ-!!3ンソ7 ~'7I7 の開発 j が 8 Z. 1 %と最も多く、 rliJf

の育成Jが続いている。一方、特別第二糟電気通器事業、一般第二議議気

通告事業共 iこf基撒技術開発jは少なくなっている C 

放送事業では、研究開発を行っている事業者は少ないが、現在研究需発を行って

いる事業者の研究器発費の主な使ffl冨的は、放送事築〈民放〉ではソフトウェアの

開発、特に r17 。リトジ 3ï'J7~'7げの開発 J が践と多いほか、「応用技能開発 J について

も51.刊と多くなっており、一方、「基磯技術開発 jについては 11.1混と少なくなって

いる G

また、有綜fレt'γ、ヨン放i議事業では各項E共に構遍無く研究開発が行われており、

「基酪技臨時発Jについても 50.0完と多くなっている C

表3-14 研究開発費の志な使用討的� 

ア 電気通告事業

を行っていない理由としては、第一概瀦:試運{言事業では「当聞は

術 iこ掠掠jが 78.8%と最も多いが、次いで「研究開発要員の不足J(34. 完〉、「研究開

発力の不足J (23.1%) が多く挙げられており、必要性を感じながらも研究開発体制

の不備により研究開発が日えない事業者も多いことがうかがえる

また、特別第て種電気通告事業では、「研究開発要践の不足 j及びf当面は他社の技

術に依存Jがそれぞれ44.4%と最も多く、「研究開発のための資金不足J、f技街革新の

が大きく、 リスクがある jが統いており、 ー再生第ニ種霊気i義信事業では「当

社の授識に故存」が45.問と;最も多く、「研究開発の必要がない j、f研究開発要員の不

足Jが統いている G

イ 放送事業

放送事業〈民放〉及び有線j¥lt'ゲυ放送事業では、共 iこf当部は他社の技箭;こ依碍J 

50葉台と最も多く、そのほか「研究開発饗員の不足J、「研究開発の必繋がない j、

「研究開発のための資金不定jが多く挙げられている c

表3-15 璃夜、研究開発会っていない理由

6 等� 

(1)景気動向

ア 該事業そi怒る景気

(7)第ー穂礎気通話

業界景気の判噺指標は、平成 3年i支上期 f34.3J、 3年皮下顎 r10. 1 J、 4年度よ期�  

r 8.りとなっている。5. 8 J、 4年度下期r

前回調査時の判断指標が平成 3悲境上期 r38.5J、 3年度下期 rZ7.3J、 4 

7. 7 Jであったことぞ考堕すると、業況の先行きについては、好況感は低下し

てきている C 



特別第三種電気通告事業の業界景気の判断指撲は、平成 3年疫上期� 2J、 3

年度下期 f-ふ 9J、 4年!支上期 f-16.7J、 4年度下期 f20.0J(前Iロ|調査時の

は平成 3年度上期 f50. OJ、 3年度下期f45. 5J、 4年j史上期r52.4J)、また、� ι設
第て撞電気過信事業 i立、それぞれ f7. 3 J、r-0. 6J、f-4. 6J、r9. 6 J 前 10J謁在日寺の

判軒指標は平成 3年度上期 f14.3J、 3年度下期f14. 、 4年度上期rI9.7J) であ

り、前回調査詩に比べると停滞j惑があるものの平成 4年下期には判断指標は再び

プラスに転じておりー業況は回復 lこ向かう見通しである O

(ウ)放送事業(民放〉

業界景気の判断指揮は、平成 3年度上期ト7.1 J、 31:手議下期 f-58.3J、4年度上

ト56.2 J、 4年度下期 r-l0.7Jとなっている o 前回調査時の軒断指標は平成 3年斑

上顎ト17.、 3年度下期 f-41.7J、 4年度上期 f-31.であり、{法然として業況の

先行きについては強い不安!惑があるが、� 平成 4年君主下期;こは不安感はやや鵠くなe

ってきている。

(工)予言説Tvt":/31放送事業

業界景気の判断指標は、平成 3年波上期 f13.9J、 3年度下期 f12.5J、 4年震よ�  

れぞれ48.5%，59.4%，75.4覧と大きく増えており、経常損揺は/!臨調となっている O

なお、サービス開始年震と経常損益との関孫を見ると、事業開捨から� 3年翠震

で半数以上の事業者が黒字になる樋向が見られる O

(イ)第三議議気通信事業

特別第二種竜試溜信事業の経常議誌の改善指標i立、平成 2年皮実績 f55.2J、 3

年度実績見込f6.口、� 4年度計画 f40. OJであり平成 3年度に落ち込みが見られるも

のの農妻子で、黒字事業者の間合もそれぞれ53.路、� 60.問、“.7完と増加している

また、一般第二種電気過岳事業の経常損誌の故善指標は、それぞれrZ3.2J、

と増加し58.5%，3%1.5もそれぞれ的‘減、でみり、黒字事業者2J 5.f2、3 J 6. 

ている G

なお、第一撞噴気通信事業者のサービス関拾年度と経常損益の関係については、

明確な相関関孫は見られないもりの、事業開始から� 5年程庶で半数以上の事業者

が感学になっている

(ウ)放送事業(民放)

放送事業(民放〉の黒字事業者の間合は、平成 2年ちま実績90..4話、 3年度実織見

3となっている。前例調査時の料断指標は、平成8J 5.r2年度下顎4、5J4.fl 

さlであり、故訟として控訴r20.2J年吏上期4、r19.8J年度下顎3、8J 9.rl度上期

込鉛台。耳、� 4年震計i顎れ.7%と高い水準を謀っているが、経常損益の改善指標はそ

れぞれ f41.2J、f-32.5J、r-32.9Jとなっており、誠益となってきていることがう

を維持している O

(参考〉

経済企語庁の「法人企業動部語査報告J 平成 4年 3月実施〉によると、全主主業

の業鉾景気の料新指標は、平成 4年� 1--3月ト3 の後、� 4"""6月 f-3 、 7"-'9月

ト16Jと連続してマイナスとなり、業t廷の克過しは警戒的なものとなっている b

注業界景気の判断指探:

イ当 の経常損話 赤字)

第一語喝気通告事業

第一騒諮気通信芸評議の経常損孫の改善指標は、平成 2年度実績� 7J、 3年度

実絹見込r64.2J、 4年度計部 r67.6Jと良好である O また、黒学事業者ーの都合もそ

かがわれる O

なお、サーピス関捨年肢と経常損益の関係では、事業開始から� 3年総斑で半数

の事業者が黒字に、� 4年以上ではほとんどの事業者が議字になっている O

(工)有線?片品 31放送事業

有線テレビ� 31放送事業の経常損誕の改醤指標はそれぞれr-2.1J、r5. 6 J、rz1.9J 

と上向きとなっている。経常摘誌の黒字事業者の割合は、平成 2年度実績17.山、� 

3年議案績見込18.2%， 4年波計間 22.8犯と酷いが、これは、回答事業者数の 6割

を占めている平成元年以降ιサービス会開始した毒事業者のうち、黒字事業者が1 

0% (平成 3年度実鑓晃込〉にすぎないことが大きく影響しているものであり、サ

…どス開始年度と経嘗議慈の関係では、事業開桧から� 6年程変で半数J.;t上の事業

者が黒字になる領内が兇られる O

表3-17 出誠事業部門の経常損益の改義指標

政経常損益の改接指標改替問!と答えたものの削合から、

と答えたものの部合をうIt、た数値
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の問題点等

黒字事業者の都合� 

ア 電気通信事業

協気通信事業に共通して、経営上の問題点として多く られたものは「設備投獄
日2年度:� 

の負担過大J、「新規の顧客礎得が困難j、「トt'スメニrの充実J，技街者不足j、「回線
H3年度

使用料む負担過大ム及び「過当競争によるサーどス提供料金の説下額向Jである O

目� 
それぞれの事業別に莞ると第� 謹電気通告事業では f設構投資の負担過大J及び「新d

護得が器難jを して挙げる

査に比べると f技術者不定 合が9*0 {iト低下し、代わって「自綿使罵科の

大Jが� 9fれれ「過当競争によるサービス提供料金の低下傾向Jが4.5 

る。

また、特別第二種電気通信事業では「設備投資の負担過大J授、

{益事業では「新規の顧客の獲得が闘難Jを挙げる事業者がそれぞれ過半数を超えてい

る。第一穣主義気通話事業と比べて第三撞電気通告事業では、� f技i持者不足J、r17トウェ

る投資む急記過大ム� f

資

安全.1言頼性向上に対する投資の負担過大J及び

j及と資金操り いJ) 後挙げる事業者が多

くなっているの� 

表3-18 サ~ビス開始年庶と平成3年度の経常損拡黒字/赤字

注金事業惑の織には、

内
ペ

円
ペ
�
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イ 放送事業

放送事業〈誌放〉で経営上の問題点として多く挙げられているのは、  f番組'J7トの

制作費、購入負担が大きいJ、f新規の顧客獲得が陸難J(スポンサ一等〉、 rIt告宣
伝料収入が思うように入らない」、 f設備投棄の負担過大jの!繭となっている C

ー方、有総?レピ γa蚊議事業では「設構投資の負担j最大 J、f新規の顧客護得が密難j

(加入者等〉、「番組ソ7トの制作費・講人負担が大きい」、行革路占脊料、電柱共架料

が大きい  jの朔となっており、また、{協の議信設業と比べると資金自の問題を挙

げる事業者が比較的多くなっている C

に比べると f薪規の を挙げる事業者が、政送事業(民放〉

で12.5 *"れれ有錦fレピゲョン数送事業で 8.5*"11ト増加し、いずれも過半数を越えてい

る

表3…i組経営上の問題点(般送事業〉

経営上の問題点 

7 該事業への参入理出及び参入時の問題点

(1)当該事業に進出した理府

昭和 60年班以降に参入した事業者の当該卒業にi輩出した理由としては、各事業共  

f話器高校主主は顎めそうにないが将来性のある卒業だかふ  jを挙げる事業者が議半数を

超えており、事業の将来牲に期待していることがうかがわれる  O 特に有綜?むピ γ宝ン放 

i主事裁については  90.刊の事業者が挙げておりその綴向が強い。

そのほかの盟申としては、 f社会的ステータスが高いから  Jが共通して高いが、第一

種電気通援事業及び特別第二議議気通信事業については、「比較的高ijl(入が望めそうな

事業だから  jがそれぞれ  15.6%及び  28.6 %あり収益性に対する期待ち高いc また、特別第

二穫電気議長事業者については?設構等の有効活用のため  jが28.側、 般第三樺電気通m

信卒業者については「本業の合理化・省力fとにつながるから j が22.閥、 f設{高等の有効

科用のためJが2O. 7おあり、第二糧需気i透{議事業者については、他の事業を行っていた

事業者がその事業に関連して当該事業に参入したケ…スもあることを手している  O

表3-20 当該要事業に進出した理由

注複数倍答  

(2) 参入した襟需生した間鶏点

各事業とら共通して問題点として挙げているのは の投資の大き  dJである

が、第  穂電気通信事業については48.持、有締テレピグ d放送事業ぷついては  73.1%とA

特に多くなっている  C これは現時点での問頴点の悌詞と問機である  O

その他の参入時の問題点としては、第一謹主義気通信事業では  f人材確揮が困難である

こと」、 f市場に関する情報収集が臨難であること  J、r-!fービス提供ルートの不備ハが

多く挙げられている。第三謹電気通信事業では  f市議への参入企業が多く、競争が厳し

いこと J、f市場の持来性が不薙実であること  Jが多くなっているが、特に特別第二語電

気愚{設事業では 76.Z犯の事業者が「市場への参入企業が多く、競争が薮しいこと」を挙げ

ている。

一方、放送事業(民放〉では  f市場の:将来性が不謹実であること Jが36.8%と多く、多

局か、多メディアイヒの進展等状況が大きく変化している中で、放送事業の将来動向に

対する不安感が強いことがうかがわれる C 有総りt'γ3ン放送事業についも、「市場の将

来性が不確実であること  Jが42.3%と多いが、これは、サービスを開始してから数年後

の事業者のほとんどが蒜学であることから、経営の見鶏しに対する l不安感、が強いこと

の表れであると思われる  O

また、 f特に間寵はないJと問答した事業者は、第一機電気通信事業で  15.問、特別第

ニ種喝試運信事識で  4.問、一最第二鐙電気通信事業で  16.3%、数送事業で  34.Z案、有緯 

j¥lt'、:(ョン故理事業で 8.同となっている。

表シ談事業廷出した擦の問題点  

35 



8 本社及 の所在地の移転

(1)本社及び研究開発機能の所主主地

本社及び研究開知機能の所在地は東京醤へり集中傾向がf!られるが4第二樽電気i通

信事業、特  iこ特別第二樟喝気通信事業でその傾向が顕著である。また、東京密のなか

でも、そのほとんどが中心部に集中している。

表3-22 本社及び~~~~亥事実業 iこ係わる主たる研究開発機後の所在地

区分

設研~再発機能とは、研究所主事独立した研究開発機関以外に本社等の一部門で研究認発会行っている機会も含む。 

(2) 本社及び研究鍔発機能の移転の窓

ア本社

現在本社が東京盤、名古屋閤及び大薮圏に所夜している事業者のうち、「移乾の

露五がある j、「移転について殺討中である  jとする事業者は、第一様篭気通信事業で  

O社、特gJj第ご種電気通信事業で 1杜 (4.8的、  1受第二期協気通信事業で  5社 

0%) であるが、 f移転は可能であると考えるが検討設鵠に査っていないjをおえ

となっている。(14.2%)社18約、314.社(3幻、95. 社(lると、それぞれ  

イ 研究開発機能

顎究開発機能については  f移転の計離があるん「移転について検討中である  jとす

る事業者は、第一種電気過信事業では  l社(10. 0計、特別第二機議気通信事業でひ

社、一般第二議霊気通信事業で  9社 (9.8%)であるが、 f移転は可能であると考える

階にヨさっていない Jそ加えると、それぞれ  l社 00.0%)、 2社(12. 5的、  

2 2社(23. 9幻であり、本社の移転に比べると、一般第一;樽電気通話事業者でやや

多くなっている

本社及び研究開発機能の移転の志向 

(3) 移転ずる擦の問組点

を移転する際心部題点としては、各事業とも「営業上の開題〈顧客との 


が最も多くなっている。


また、研究開発機能については特に載中している璃吾はないが、  f移転にともなう従

業員対第J、「営業上の題題(顧客との関保等)  J、「移転にともなう資金負担  J、f事業

に関する培報へのアクセス難jが比較的多くなっている  O

表3-24 移転を仔う際の悶趨点



)移転長検討する線に重視するポイント

ア ヨド社

の移転に関して議視するポイントとしては、「交通の使」、什貴報の集稿  J 、

結基盤の繋辞'ijJ" 人材維保  育成の容易さ  Jが多く挙げられている。e

そのほかに、第二鑓電気通告卒業全体で の大浅さ  Jが多く挙げられておソ、 


また、一般第二機電気滋{言事業で .れはの提供Jも多くなっている。


研究開発機能 


して議観するポイントとしては、「交通の提J、ri言報通信 


集麟J、「人材搬保・宵成の容易さ」、「低痕な土地刊の 


集 表
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表4-1 資本金gU事業者数

表4-2D 下期

表← 土、期取得設{備投資額 (2か年共選出潟〉

業一率一時
一
院

第一様矯気)i時事業

表4-2B 下期取得設備投援額 (2か年共通出答〉

(f上、百万円、%)勝
一
分

表ト 2C 上務取得設箭投議事長 (2か年共通冨答)

一一眼
 

九州地方と沖縄地方を



表4-4A 当殺事業部門の売上高 表十日研究開発“世 当該事業部門の九上高iこ占める 

4-4B表、

表 研究開発費総括荻 

1.7 

3ゃ 8 

0.8 

当該事業部門の先上高に占める

う核事業部門の売上高総括表

区

第一種

設繍投資環境等・

放送事業

害容業



民 分 !経常損益 |H2年度

実績 陣即t実繍見込蒋)iX:J;t計画 韓民

第糧 黒字�  33 48.5 41 59.4 52 75.4 

主電気通信事業 赤字�  35 51.5 28 40.6 17 24.6 

特別第二種
蒜黒 字字� 

16 53.3 18 60.0 20 66.7 

電気i創設事業� 14 46. 7 12 40令� G 10 

寸矧ご穂 黒字�  140 49. 3 158 51.3 182 

電気通信事業 赤字�  144 50.7 150 48.7 129 41.5 

腕金事業 黒字�  151 90.4 153 90.0 155 91.7 

i議黒ミ 字字: 
16 9.6 17 10.0 14 3 

ケーブノレ� 19 17.4 22 18.2 28 8 

テレビ事業 字� 90 82. 6 99 81.8 95 

表平表4…? -経常損益前期比
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表4-11A 平成3年皮設備投獄笑綴見込みの修正瑠出(t尚喜朗後.iD
(社、%) 

増額修正理由

需要見込の上方修正

利益の増加

表4-8 設備投資環境等・経常損益黒字/涼7-の別 資金調達コストが予想、ほど上昇しな

かっfここと
(社、%) 人材確保難から合理化・省力化目的

方対法務紫(民放)1ケイルfレピ事業

14‘3 

I61‘9 

の迫加投資が必要になったこと

その他


注複数回答�  

表4-11B 平成3年度設備投資実績見込みの修正理由
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電気通信部電気通信事業課

調査票記入要領 	
n082-222-3377 

四国電気通信監理局 〒790松山市宮田町8-5
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札幌第一合同庁舎� 特別第二種電気通信事業者及びサービスエリアが複数の地方電気通信監理局管内にまた

i 電気通信部電気通信事業課� がる第一種電気通信事業者の方は下記までお願いいたします。
nOII-709-2311 内線� 4704 
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何らかの形で自ら研究開発を行っ

し
なお、� rs なく、全社ベースで御記

に

雛

安
し

自

類ー
や 
J

''FY
ノ

類

比

分

は

成

て

の

機

っ

ち

別

従

い I

して

そ

さだ

他

く

の
。
}
レ

い

と

入ください。

してくださ� L、。(間 2~同日 

2 取得設備投資綴の投資� 

(1) 	 投資目的は、下記の 

なお、
 

(2) 

1つの設備について複数の隊約

の向上等)にまたがるものは、こる�  i 
提示された目的 lこ分類し緩いものは、

に記入してください c 

ぷ込� 
(x) 

(3) 構成比 l立、核数て、記入

得設鑓投資額 J を� 10Q%

5 長線資金言語達・逐窮状、i'iG

領自降、� 

長銀資金言語達.i重子安炊き之〈災安霊長率ベー
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御協力よろしくお願い申し上げますの
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:>.< 臨空怒号l立銅敬湖ヨ人 (記入要領重主主百) 

f取得設備投資額J 

織 11災万波多誌芝議主HT1 i1金主主釜さE主導今終段Eミ認1:5議絞後よるや m を100%としてお答えください。 

以足長吾竣・習室率テレピジョン放送警手業主詰
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してください。

事のぞ3手事
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